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I 論文要旨
山田節夫
研究の目的
日本の特許法は， 1"この法律は，発明の保護及び利
用を図ることにより，発明を奨励し，もって産業の発
達に寄与することを目的とするJ(第 1 章総則・第 1
条)という条文から始まっている.しかし特許法に
定められた基本ルールとそれに基づく特許制度体系は，
本当に産業の発達に寄与しているのだろうか.また，
寄与しているとしても，そのメカニズムはどのような
もので，寄与の定量的な大きさはどの程度なのだろう
か.さらに，日本が選択している現行の特許制度体系
は，最善のものと言えるのだろうか.一層の産業の発
達に寄与するように，特許制度体系を改革する余地は
ないのだろうか.この研究は，こうした疑問に対する
解答を模索するために行われた。
この研究では，特許制度体系は経済活動とどのよう
に係わっているのか，あるいは，経済の効率を改善し
産業の発達や経済成長に貢献する特許制度体系はどう
あるべきか，という問題意識に基づいた実証的な特許
研究を「特許経済研究」と呼ぶ.従来の日本における
特許研究は，法律家や実務家による法的側面からの研
究が中心で，経済学の立場からアプローチした特許研
究はきわめて希少であった.しかし，特許法とそれに
基づく制度体系に，産業政策としての役割が期待され
ている以上，経済学者が特許研究に参入するのはごく
自然であるし，また，参入する必要もあるように思わ
れた.そして，なぜ日本では特許制度を実証分析の姐
上に載せる経済学者が少ないのか，疑問にも思われた。
(東洋経済新報社， 2009年4月刊)
これに対し米国では，多くの経済専門誌に相当数の
特許経済研究が発表されており，特許制度の経済的機
能を理解する上で有用と考えられる研究成果が数多く
蓄積されている.一方，日本において産業全体の動向
を術服した特許経済研究が希少なのは，特許制度が複
雑で特許データの取り扱いが容易でないことや，特許
データの電子情報化が遅れ分析に必要なデータベース
が開発されてこなかったことなどが主な理由であった。
しかし， 2005年に日本でも経済分析に用いられるこ
とを前提とした特許データベースが開発され(“ S廿a
Vision"， nIP特許データベースJ)，米国並みの特許
経済研究を行うことが可能になった.この研究は，こ
うした日本の特許データベースを縦横に活用した初め
ての包括的な特許経済研究の試みである。
特許制度が技術知識の蓄積を促し，産業の発達に貢
献しているか否かを調べるためには，まずなによりも，
技術知識の量と質が客観的に計測されなければならな
い.また，近年の経済学では，技術知識の蓄積やその
外部効果が生産性や経済成長を規定する決定的に重要
な要因であると考えられている.それにもかかわらず，
技術知識の量と質を観察する手段が限られていたため，
特許データの利用可能性に研究者の関心が集まるよう
になった.この研究においても，日本の特許データに
は技術知識に関するどのような情報が反映されている
のかを明らかにするため，さまざまな実証分析が試み
られる O
筆者は当初，米国の先行研究を広く紹介し，日本の
特許データを用いた先行研究の「再現J あるいは「追
試」を行い，米国の分析結果との比較を通して，日本
の特許制度や特許データに関して何らかの経済学的合
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意を導出することが,特許経済研究において後れをと
った日本としての｢ファースト･アクション｣ではな
いかと考えて,この研究にとりかかった.ところが,
当初のこうした安易な目論見は見事に挫折した.日本
と米国では,特許制度やその運用が違いすぎるのであ
る.正確に言うと,違いすぎる期間が長く続いていた
のである｡
TRIPS協定以降,特許制度に関する国際的ハーモナ
イゼーションが進展するなか,先進国の中ではかなり
シンプルな特許制度を採用していた米国も,標準的な
先進国のそれに足並みを揃えつつある.ただし,特許
データを経済分析に用いる場合,その性質上,過去に
遡及して分析を行わなければならないことが非常に多
い.遡及した分析時点では,日米の特許制度が著しく
異なっている場合が多く,米国の研究者が考案した特
許経済分析手法を単純に日本に適用できない分析テー
マに数多く遭遇した.また,米国には現在も導入され
ていない特許制度を分析対象とする場合は,当然のこ
とながら先行研究は存在しなかった｡
そのため,先行研究の分析手法を大幅に修正せざる
を得なかったり,新たに推計モデルを工夫したりする
必要に迫られた.振り返ってみれば,こうした修正や
工夫により,この研究はいくらかの｢新規性｣や｢進
歩性｣を持つことができたのかもしれない｡
従来の米国の先行研究によれば,企業のイノベーシ
ョンのうち特許化されるものはそれほど多くなく,特
許制度の存在によって企業の研究開発インセンティブ
が強く刺激されるほどイノベーションの価値が高めら
れているわけでもない.また, 1980年代の米国におけ
る,いわゆる｢プロパテント政策｣の推進が,研究開
発活動を促進させたとする明確な証拠を提示している
実証分析もほとんど存在しない.このように,特許制
度の経済的貢献度は,概して大きいものではないとす
る実証研究が大勢を占めてきたように思う.ところが,
最近年になって,排他的独占権を付与する特許制度は
十分に研究開発活動を刺激する作用をしているし,発
明の公開を通して経済全体の効率改善にも貢献してい
る可能性が高いとする,従来の評価を覆すような研究
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成果が相次いで発表されるようになった｡
筆者も日本の特許データを用いて様々な実証分析を
行った結果,特許制度はイノベーションの創出と強い
係わりを持っていると確信するようになった.そして,
発明の保護という特許制度の機能だけでなく,発明の
公開を促すという機能や,社会的利益との調和に配慮
するという機能についての周到な経済分析を行う必要
があり,そうした機能が十分発揮されるような制度改
革を進めれば,特許制度は一層の産業の発達に寄与す
ることができるのではないか,とも考えるようになっ
た｡
この研究で用いられる特許データは,連続データは
もとより,期間データ,打ち切りデータ,カウントデ
ータ,離散データなど,実に多様なデータ形式をとり,
データの分布も著しく歪んでいる場合が多い.この研
究では,こうしたデータの特性に応じて, ｢サバイバ
ル分析｣, ｢センサード分析｣, ｢切断分析｣, ｢カウント
データ分析｣, ｢バイナリー･プロビット分析｣, ｢オー
ダード･プロビット分析｣など様々な推計手法が用い
られる.分析対象によっては, ｢ダイナミック･パネ
ル分析｣, ｢単一潜在変数モデル｣,さらには,最近工
学の分野で考案され注目されている｢トランザードモ
デル｣と呼ばれる推計モデルや,筆者が独自に工夫し
た｢尤度関数｣が使われる場合もある.そこで,なぜ
そうした推計手法の適用が必要なのか,なぜ一般的な
｢最小二乗法｣の適用ではいけないのか,という点に
留意しながら,これらの推計手法について簡潔な解説
を加えた｡
各章の要約
第1章｢特許制度と特許データ｣では,日本と米国
の特許制度や特許研究で用いられる専門用語,および
本書の実証分析で利用される特許データや特許データ
ベースの解説･紹介を行う.著者も,この研究を本格
的に始めるまで特許法や特許制度について殆ど知識を
持っていなかったし,特許の専門分野で使われている
用語について違和感や誤解を多く持っていた.たとえ
ば,特許法には｢発明｣という言葉が頻繁に登場する.
発明というとすぐにトーマス･エジソン(Thomas
Edison)の｢白熱電球｣などを連想し, ｢特殊な才能
を持った限られた個人の発明家によって生み出される
ブレークスルー型の技術知識｣と考えられがちではな
いかと思う.しかし,特許経済研究でいう｢発明｣と
は,企業が恒常的･組織的に取り組む研究開発活動を
通して生み出される｢職務発明｣,すなわち経済学者
が好んで使う用語で言えば｢企業のイノベーション｣
を意味する場合が多い. ｢年金｣という言葉もよく使
われるが,これは社会保障制度における年金給付を意
味するのではなく,特許法の世界では,特許権を維持
するために毎年支払わなければならない特許料(維持
年金)のことである. ｢クレーム｣という用語も,い
わゆる｢苦情｣や｢文句｣といった類の意味ではなく,
出願人が特許庁に請求(claim)する発明の権利保護
の範囲を意味する｡
そこで,本章の第2節では,日本の現行特許制度を
特許経済分析に必要な範囲で解説した.なお,本書に
は米国の多くの先行研究を紹介するという目的もある
ので,米国の特許制度との比較という点に留意しなが
ら,日本の特許制度の解説に努めた.また,第3節で
は,後続の特許経済研究者への便宜を図る目的で,米
国で2001年に開発された特許データベース　("NBER
Patent-Citation Data File")と, 2005年に開発された
日本の2つの特許データベース(SBIインテクストラ
株式会社"StraVision",知的財産研究所『IIP特許デー
タベース』)について,やや詳しい解説を行った｡
第2章｢特許性向と特許生産関数｣では,特許デー
タには知識生産活動に関するどのような情報が反映さ
れているのかを考察する.特許制度が産業の発達に寄
与しているか否かを明らかにするには,特許制度によ
って発明が奨励され,技術知識の蓄積が促されている
かどうかを分析しなければならない.そのためには,
まずなにより,技術知識の量と質を正確に計測する必
要がある.欧米の多くの研究者は,特許データには知
識生産活動に関する有用な情報が含まれているのでは
ないかと期待した｡
特許の実証経済分析
企業が技術知識を市場で専有する手段には,営業秘
密(secrecy),ノウハウ(know-how),特許(patent)
など多様なものが存在する.企業がイノベーションか
ら得られる収益を専有するための手段に関する有効性
は｢専有可能性(appropriability)｣と呼ばれる.特許
データの有相性を調べるには,この｢専有可能性｣の
実態を明らかする必要がある.第1節では,この｢専
有可能性｣に関する欧米と日本の調査研究を紹介する.
こうした先行調査研究では,特許取得によって専有が
確保されるイノベーションはそれほど多くなく,特許
データは知識生産活動のごく一部を反映しているにす
ぎないことが示されている.しかし,知識生産活動と
特許データの間に規則的で安定的な関係が見出せるな
ら,特許データは知識生産活動を観察する指標として
有用かもしれない.そこで第2節では,知識生産活動
と特許出願行動との関係を実証的に分析した米国の先
行研究を幅広くサーベイする｡
第3節では,日本の特許データを用いて知識生産関
数(knowledge production function)と特許出願デー
タをリンクさせる特許生産関数(patent production
function)の推計を試みる.特許生産関数の推計から,
多くの先行研究と同様に, ①日本においても特許出願
データは知識生産活動やその生産性に関する有用な情
報が集約された信頼できるイノベーションの代理指標
である, ②イノベーションラグ(innovation lag)の
同定(identification)は困難であるが研究開発費と特
許出願数の問に長期的には安定した関係が見出せる,
③特許生産関数の推計では研究開発生産性を適切にコ
ントロールすることが重要である, ①研究開発生産性
をコントロールする指標としては企業規模やスピルオ
ーバー･プール(spillover pool)が重要である,など
が明らかとなった｡
第3章｢特許引用情報の有用性｣では,技術知識の
質を測る指標として,特許が受ける引用回数(citation)
に注目する.学術研究の世界でも,他の研究者に数多
く引用された論文は価値が高いと考えられている.特
許の場合にも,後続の出願人によって引用される回数
の多いものほど価値が高く,企業に多くの収益をもた
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らしている特許であると考えられるし,すでに米国で
は,特許価値判別指標としての被引用回数の有用性を
確認した実証研究が数多く行われている｡
ところが,日本の特許データベースが収集した引用
情報は,米国の出願人による引用とは性質の違う｢審
査官引用｣であった.米国の出願人引用とは異なり,
日本の審査官引用を特許価値判別指標として利用する
のは危ういと考える特許研究者も少なくない.そこで,
第1節ではまず,米国の出願人引用と日本の審査官引
用の違いを,量的側面と質的側面から比較する.続く
第2節では, ｢プロビット分析(probit　analysis)｣を
応用して日本の特許制度に即した推計モデルを構築す
る.そして,被引用回数を含む様々な特許属性で特許
価値を説明し,日本の審査官引用の有用性を確かめる.
推計の結果,日本の審査官引用情報は様々な特許属性
データの中で,もっとも安定的に特許価値を説明する
属性であることが明らかとなった｡
ただし,被引用回数には,特許価値を説明する情報
以外の｢ノイズ｣も含まれていると考えられる.第3
節では, ｢単一潜在変数モデル(one-factor latent vari-
able model)｣を利用し,被引用回数を含む各種特許
属性に潜むノイズを検出する.こうした作業を通して,
改めて別の角度から審査官引用情報の有用性を検討す
る.分析結果から,他の特許属性との比較において,
被引用回数は特許価値を説明する情報を多く含んでお
り,尚且つもっともノイズの少ない特許属性データで
あることがわかった｡
第4章｢特許ストック｣では,特許データを用いて
技術知識の質を考慮した知識ストック(knowledge
stock)の作成を試みる.従来の実証研究では,研究
開発費の積算によって知識ストックの定量的規模が測
られてきた.しかし,研究開発費はイノベーションの
投入費用を意味するに過ぎず, ｢ドライ･ホール(dry
holes)｣と呼ばれるバイアスを含んでいるので,欧米
の研究者はイノベーションの成果指標として特許デー
タに注目するようになった｡
第1節では登録特許の積算によるパテントストック
(patent stock)の作成手順を説明し,第2節では,被
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引用回数で加重された登録特許の積算による被引用ス
トック(citation stock)の作成手順を説明する.被引
用ストックは,技術知識の質の違いを考慮しているの
で,もっとも望ましい知識ストックの代理変数である
と考えられている.ただし,登録特許数や被引用回数
には, ｢切断バイアス(truncation bias)｣と呼ばれる
データ欠損問題が常に付随するので,こうしたバイア
スをいかに補正するかが特許ストック作成のポイント
となる｡
第3節では,日本の特許データを用い,マクロベー
スのパテントストックと被引用ストックを作成する.
ただし,日本では米国に比べ出願から登録に至るまで
の期間が著しく長いばかりか,特許制度の改定や運用
の変化が特許データに明確なイレギュラーをもたらし
ているので,先行研究で提示された特許ストック作成
方法の日本への単純な適用は困難であった.そこで,
日本の実状に適した特許ストック作成方法を操案する.
また,作成された特許ストックを用いて簡単な生産関
数を推計し,特許ストックの有用性を確認する｡
第5章｢特許価値と研究開発活動｣では,特許デー
タを用い,研究開発活動と企業価値との関係の検証,
技術知識の陳腐化率の推計や特許価値の金銭的評価,
研究開発生産性の決定要因に関する考察,などを行う｡
第1節では,特許ストック(パテントストック･被
引用ストック)を用いて企業価値を説明し,知識スト
ックの収益率を計測する.米国の先行研究は,企業価
値を説明する知識ストックとして,被引用ストックの
有用性に期待したが,企業価値をもっともよく説明す
る知識ストックは伝統的なR&Dストックであった.
しかし,日本の特許データを用いた推計では,被引用
ストックがもっとも有用であった｡
また,この章では新たに,無効審判請求件数･異議
申立件数･情報提供件数など,第三者による当該特許
に対する関心度を示す特許属性データを積算した知識
ストックであるオブジェクションストック(objection
stock)を作成し,その有用性を検討する.分析の結
果,企業価値に対する統計的安定性という点では被引
用ストックが,定量的インパクトという点ではオブジ
ェクションストックが重要であった.
第2節では,特許データを用いて技術知識の陳腐化
率(rate of obsolescence of knowledge)を推計する.
多くの先進国では,特許登録更新制度が設けられてお
り,登録更新には特許料(維持年金)が課されるため,
特許が法定満期日まで保有されるケースはそれほど多
くない.米国の研究者は権利消滅日とそれに基づく特
許更新率(renewal rate)から,技術知識の陳腐化率
が計測できるのではないかと考え,そのための推計モ
デルを考案した.ただし,日本独特の事情から,先行
研究による推計法の単純な適用は困難であったため,
新たな陳腐化率推計モデルを工夫した.推計の結果,
技術知識の陳腐化率は技術分野によって大きく異なっ
ており,これまでアプリオリ一に仮定されてきた陳腐
化率は過小であることがわかった.また,推計された
技術知識の陳腐化率を用いて,特許保護の価値を金銭
評価してその分布を観察した.その結果,特許保護の
平均価値は驚くほど低く,その分布は著しく歪んでお
り,高い価値を生んでいる特許はごく僅かであること
がわかった｡
第3節では,被引用情報を用いて研究開発生産性の
決定要因を考察する.特許が受けた被引用回数の多寡
は,研究開発の成果指標として優れている.カウント
データモデル(count data model)を用いて,被引用
回数の多寡を,企業規模,スピルオーバー･プール,
研究プロジェクト数,市場競争度などで説明した結果,
①研究開発活動の外部効果や範囲の経済が研究開発生
産性を決定する要因として重要である, ②研究開発活
動の外部効果は価値の高い技術知識の生産により大き
く影響している, ③研究プロジェクトの多角化を連動
させながら研究開発費を増加させている企業では,研
究開発費弾力性が1を上回る｢規模の経済(economies
of scale)｣が生じる可能性がある,などが明らかとな
った｡
第6章｢特許制度の定量分析I｣では,主として排
他的独占権を付与する特許制度の経済的効果について
考察する.それに先立ち第1節では,日本における特
許制度の変遷を概観し,特許制度改定の目的を整理し
特許の実証経済分析
ながら,そうした目的が十分に達成されてきたかどう
かを検討する.1959年に制定された現行特許法は,敬
多くの改定を経て現在に至っているが,本書ではそれ
らの改定のなかでも,特に出願人や特許権者などの個
別利益と社会的利益の調和に配慮した制度改定に注目
する｡
第2節では,特許取得によってイノベーションの価
値は何倍高められているのかを示す乗数を意味する
｢パテントプレミアム(patent premium)｣の計測を通
して,排他的独占権を付与する特許制度の経済的評価
を試みる.現代の特許制度には企業の研究開発を促進
させるための産業政策としての役割が期待されている
が,排他的独占権の付与がどの程度イノベーションの
価値を高めているのかという定量的な大きさについて,
これまで明確な解答を出した実証研究は皆無であった｡
そこで, 13の技術分野についてパテントプレミアム
の条件付期待値を計測したところ,その数値は1.55-
1.79となり,特許取得によってイノベーションの価値
が55%～79%高まるという結果となった.専有可能性
の調査によれば,特許取得により技術専有が確保され
るイノベーションの数はそれほど多くないが,特許を
取得したイノベーションの価値は大きく高められてい
ることがわかった.米国の先行研究や本書の推計から
明らかにされたように,特許保護の平均価値は驚くほ
ど低いので,特許制度は企業の研究開発活動を強く刺
激するものではないと考えられてきた.しかし,推計
されたパテントプレミアムの高さは,こうした評価を
覆す可能性を示唆し,特許制度の存在意義を強く確認
させるものであった｡
第3節では,特許制度の存在によって研究開発費が
何倍高められているかを示す乗数を｢R&Dプレミア
ム(R&D premium)｣と定義し,これを推計した.推
計の結果, R&Dプレミアムは13の技術分野の平均で
1.29となり,特許制度の存在により企業の研究開発費
が29%高められていることがわかった.本書における
特許保護の価値分布の推計では,高い価値を生んでい
る特許はごく僅であった.しかし,こうしたごく僅か
な特許が高収益を生むため,研究開発活動全体の収益
率が高まり,その結果として特許制度は十分に企業の
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研究開発活動を刺激していると考えられるのである｡
第7章｢特許制度の定量分析Ⅱ｣では,いくつかの
個別特許制度や特許政策に焦点を当て,その経済的効
果の定量的評価を行う.第1節では,発明の公開を義
務付ける出願公開制度の経済的評価を行う.出願公開
制度により,特許出願された発明の内容は一定期間を
過ぎた後に公開されるので,重複技術開発が抑制され,
技術知識の外部効果が強まり,社会的な研究開発活動
の効率が高まると期待されている.また,近年の理論
的･実証的研究の多くは,全要素生産性(Total Factor
Productivity: TFP)を規定する要因として技術知識
のスピルオーバー効果の重要性を指摘している.技術
知識のスピルオーバー効果がTFPを説明する有力な
変数であり,尚且つ特許が技術知識の流布や伝播を促
す主要経路なら,出願公開制度は研究開発活動の外部
効果を強め,全要素生産性の向上に貢献しているかも
しれない.そこで,特許によって公開された技術知識
と,そうでない技術知識をベースに作成したスピルオ
ーバー･プールを用いて′TFPを説明した結果,前者
の説明力が非常に高いことがわかった.このような結
果は,出願公開制度がスピルオーバー効果を通して
TTPの向上に貢献している可能性を示唆する.
ただし,日本の場合,出願から登録に至るまでの期
間が著しく長いので,発明の内容は登録が確定しない
まま長期間公開され続けてしまう.そして,出願公開
から登録までの期間における補償金請求権制度による
特許権の保護は,登録後に比べてかなり保護の実効性
が低い.したがって,出願公開制度は特許保護の期待
生涯価値を低め,特許出願や研究開発活動を抑制する
｢副作用｣を伴っているかもしれない.こうした｢副
作用｣を軽減するためにも,できるだけ早期に登録を
確定することが望ましい｡
そこで,第2節では特許出願行動と審査期間の関係
を実証的に分析した.また, ｢サバイバル分析(survivor
analysis)｣を用いて,どのような属性を持つ特許の審
査期間が長期化する傾向にあるのかも分析した.分析
の結果,特許価値を説明する有力な変数と考えられる
被引用回数,クレーム数,オブジェクション数などが
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多い特許ほど,審査期間は長期化する傾向にあり,価
値の高い特許ほど出願公開制度のデメリットを強く受
けている可能性が示唆された｡
一方,審査期間を説明変数に含む特許出願関数の推
計は,審査期間が短くなるほど特許出願数が増加し,
しかも価値の高い特許出願ほど審査期間の長短により
強く反応していることを示した.このように,特許権
の早期確定政策は,出願公開制度のデメリットを緩和
し,主とて価値の高い特許の出願数を増加させ,そう
した発明の公開を促す作用をする｡
第3節では,審査請求制度の経済的有効性を考察す
る.企業の発明の中には,時間が経過しなければ事業
的価値(特許化の価値)が判明しないものが相当数存
在する.したがって,出願人に発明の事業的価値を判
別させるための時間的余裕を与える審査請求制度は,
特許審査に係るコストを節約させ,発明の不要な権利
化を減少させるというメリットを持っている｡
しかし他方で,審査請求可能期間が有限なため,事
業的価値の有無が判明しないまま駆け込みで審査請求
される締切効果(termination effect)が作用している
可能性がある.そのため,審査請求に億しない特許出
願であるにもかかわらず,審査請求されてしまう｢過
剰審査請求特許｣が存在し,審査効率の低下をもたら
しているかもしれない.本書では, ｢トランザードモ
デル(trunsord model)｣を応用し,こうした締切効
果の検定や過剰審査請求特許を計測できる推計モデル
を考案した.そして, 7年間という審査請求可能期間
が適切な期間設定であったかどうかを検討した｡
産業全体の推計では, ①審査請求期限までに事業的
価値の判明する発明は特許出願の62.4%にすぎない,
②締切効果が確認され特許出願の19. 1%が事業的価値
の判明しないまま審査請求されている, ③過剰審査請
求確率は11.5%と推計されたがそれは審査効率を著し
く低下させるほどの規模ではない,などが明らかとな
った.したがって, 7年間という審査請求可能期間の
設定は妥当な選択と言え, 2002年における審査請求可
能期間の3年間への短縮は,締切効果を強め,過剰審
査請求確率を上昇させた可能性が否定できない｡
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審査報告
山田節夫氏は1989年3月､専修大学大学院経済学研
究科博士課程を修了後､同年4月専修大学経済学部専
任講師､ 1992年4月同助教授を経て､ 1998年4月より
同教授の職につかれている｡山田氏はすでに非常に多
数の業績を示され､著書として共著7冊､査読誌掲載
論文として7論文､その他学術論文として31論文があ
る｡共著のうち､正村公宏氏との『日本経済論』 (東
洋経済新報社2002年)では全9章のうち6章分を担当
され､同『経済政策入門』 (東洋経済新報社2004年)
では全10章のうち5章分を担当されている｡このよう
に山田氏はこれまでに多くの業績をあげられたのであ
るが､今回､単著として『特許の実証経済分析』 (東
洋経済新報社､ 328頁､ 2009年4月)を刊行され､本
研究をもって本学大学院経済学研究科に学位授与を申
請された｡そこで､上記の3名の者が審査した｡
山田節夫氏による学位請求論文(著書『特許の実証
経済分析』)は､特許に関するおそらく日本で最初の
本格的学術書である｡特許に関しては､知識生産や技
術進歩を促す制度として､これまでにも多くの関心が
向けられてきたが､しかし主要な研究は欧米のもので
あり､データの制約から日本での研究は立ち遅れてい
た｡また現実の特許制度は各国ごとに異なり､かつ複
雑に入り組んでいるために､研究者にとっては容易に
接近できない領域であった｡このような状況に対して､
本研究は､近年の特許データの整備を踏まえて､特許
の実証経済分析を行うものである｡ 7章から構成され
た本研究は､第1章の特許制度と特許データの解説か
ら始まり､第7章の特許制度と経済成長､とりわけ全
要素生産性に及ぼす影響の分析に至るまで､広範囲に
わたるものであり､各章ごとに非常に緻密な実証分析
がなされている｡以下では､まず各章ごとにその内容
特許の実証経済分析
を紹介し､評価を述べた後､最後に本研究の全体的な
評価を示したい｡
全体の構成と内容
第1章｢特許制度と特許データ｣
この章では､まず､本書全体の導入部分として､特
許および知識生産活動の分析の重要性が述べられ､そ
の上で､日本と米国の特許制皮や特許研究で用いられ
る専門用語､および本書の実証分析で利用される特許
データや特許データベースの紹介と解説がおこなわれ
る｡将に特許法や特許制度には固有の専門用語がある
ため､しばしば誤解や違和感が生れることが指摘され
る｡たとえば､特許法でいう｢発明｣は､エジソンの
｢白熱電球｣といったような､ ｢特殊な才能を持った限
られた個人の発明家によって生み出されるブレークス
ルー型の技術知識｣に限定されない｡特許法での発明
は､企業が恒常的･組織的に取り組む研究開発活動を
通して生み出される｢職務発明｣一般を指し､要する
に｢企業のイノベーション｣の全体を合意している｡
｢年金｣という言葉も頻繁に使われるが､これは社会
保障制度における年金給付を意味するのではなく､特
許権を維持するために毎年支払わなければならない特
許料(維持年金)のことである｡ ｢クレーム｣という
用語も､いわゆる｢苦情｣や｢文句｣といった類の意
味ではなく､出願人が特許庁に請求(claim)する発
明の権利保護の範囲を意味している｡
次に､第2節では､日本の現行の特許制度が､米国
の特許制度との比較という点に留意して､解説されて
いる｡そこでは特許の出願から､審査､登録､消滅ま
での一連のプロセスが簡明に説明される｡さらに第3
節では､後続の特許経済研究者への便宜を図る目的で､
米国で2001年に開発された特許データベース("NBER
Patent･Citation Data File")と､ 2005年に開発された
日本の2つの特許データベース(SBIインテクストラ
株式会社"StraVision"､知的財産研究所『ⅡP特許デ
ータベース』)について詳しい解説がなされている｡
この章では､特許の重要性が特許件数の推移や各国
の比較の観点から述べられ､さらに日本の特許データ
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の特徴や留意点が詳細に解説されている｡特許に関し
ては､知財関係の法律家や実務家または弁理士によっ
て解説される場合が多く､そのため経済分析とのつな
がりは希薄であった｡これに対して経済分析の観点か
ら特許制度に含まれるデータを解説した本章の記述は､
著者の独自性が強く出ているところであり､高く評価
される｡実際の特許公報を使った解説は､特許の実証
分析を行う後続の研究者にとって､特許データを理解
する上で極めて有益なものとなっている｡
第2章｢特許性向と特許生産関数｣
この章では､特許データには､知識生産活動に関す
るどのような情報が反映されているのかが考察されて
いる｡特許制度が産業の発達に寄与しているか否かを
明らかにするには､特許制度によって発明が奨励され､
技術知識の蓄積が促されているかどうかを分析しなけ
ればならない｡そのためには､技術知識の量と質を正
確に計測する必要がある｡欧米での研究は､特許デー
タに知識生産活動に関する有用な情報が含まれている
のではないかという観点から始まった｡
もう一つ､特許制度が企業のイノベーションの促進
につながるためには､それによって技術知識が専有さ
れる必要がある｡ただし､企業が技術知識を市場で専
有する手段には､営業秘密(secrecy)､ノウハウ(know
-how)､特許(patent)など多様なものが存在する｡
企業がイノベーションから得られる収益を専有するた
めの手段に関する有効性は､ ｢専有可能性(appropriabil-
ity)｣と呼ばれる｡そこで特許データの有用性を調べ
るには､この特許の｢専有可能性｣の実態を明らかす
る必要がある｡
以上のことから､第1節では､ ｢専有可能性｣に関
する欧米と日本の調査研究を紹介している｡これらの
先行調査研究では､特許取得によって専有が確保され
るイノベーションはそれほど多くなく､特許データは
知識生産活動のごく一部を反映しているにすぎないこ
とが示されている｡しかし､知識生産活動と特許デー
タの間に規則的で安定的な関係が見出せるなら､特許
データは知識生産活動を観察する指標として有用であ
ると考えられる｡そこで第2節では､知識生産活動と
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特許出願行動との関係を実証的に分析した米国の先行
研究を広くサーベイする｡そして第3節では､日本の
特許データから､技術知識の産出(知識生産関数)と
特許出願データをリンクさせ､特許生産関数(patent
production　funcdon)の推計が試みられる｡特許生産
関数の推計から､多くの先行研究と同様に､ ①日本に
おいても特許出願データは知識生産活動やその生産性
に関する有用な情報が集約された信頼できるイノベー
ションの代理指標であること､ ②イノベーションラグ
の同定は困難であるが､研究開発費と特許出願数の間
に長期的には安定した関係が見出せること､ (③特許生
産関数の推計では研究開発生産性を適切にコントロー
ルすることが重要であること､ ④研究開発生産性をコ
ントロールする指標としては企業規模や技術知識のス
ピルオーバー効果が重要であること､などが明らかに
される｡
この章では､特許の生産関数の分析が中心である｡
知識生産関数や研究開発一般に関してはすでに多くの
先行研究が存在する｡しかし特許の生産関数の推計は､
日本においてほとんどなされてこなかった｡この点で
著者の分析は､日本における実証分析として非常に大
きな貢献となる｡とりわけ著者は､イノベーションラ
グやスピルオーバーを考慮することによって､特許生
産関数をより深化させている｡特にスピルオーバー効
果に関しては､データの作成に非常な労力を要するた
め､この点でも大きな貢献となる｡ただ､イノベーシ
ョンラグやスピルオーバーの扱いにはすでに多くの先
行研究が存在することを考えると､もう一段の深化を
期待したい｡データの開発を含めて大変困難な作業と
なることが予想されるが､何らかの工夫が存在すれば
よりすばらしい研究になると思われる｡
第3章｢特許引用情報の有用性｣
この章では､技術知識の質を測る指標として､特許
が受ける引用回数(citation)に注目する｡学術研究
の世界でも､他の研究者に数多く引用された論文は価
値が高いと考えられている｡特許の場合にも､後続の
出願人によって引用される回数の多いものほど価値が
高く､企業に多くの収益をもたらしている特許である
と考えられ､すでに米国では､特許価値判別指標とし
ての被引用回数の有用性を確認した実証研究が数多く
行われている｡
ところが特許の引用データに関して､米国では出願
人による引用であるのに対して､日本では｢審査官引
用｣という違いがある｡そのため日本の審査官引用を
特許価値判別指標として利用するのは危ういと考える
特許研究者も少なくない｡そこで､まず第1節では､
米国の出願人引用と日本の審査官引用の違いを､量的
側面と質的側面から比較する｡続く第2節では､ ｢プ
ロビット分析(probit analysis)｣を応用して日本の特
許制度に即した推計モデルを構築する｡そして､被引
用回数を含むさまざまな特許属性で特許価値を説明し､
日本の審査官引用の有用性を確かめる｡推計の結果､
日本の審査官引用情報はさまざまな特許属性データの
中で､もっとも安定的に特許価値を説明する属性であ
ることが明らかにされる｡
ただし､被引用回数には､特許価値を説明する情報
以外の｢ノイズ｣も含まれていると考えられる｡そこ
で､第3節では､ ｢単一潜在変数モデル(one-factor la-
tent variable model)｣を利用し､被引用回数を含む各
種特許属性に潜むノイズを検出する｡これらの作業を
通して､改めて別の角度から審査官引用情報の有用性
を検討する｡分析結果から､他の特許属性との比較に
おいて､被引用回数は特許価値を説明する情報を多く
含んでおり､なおかつもっともノイズの少ない特許属
性データであることが明らかにされる｡
この章では､特許価値と特許の質に関する分析が行
われている｡特許の質を示すさまざまな変数を取り上
げて､それぞれに即して特許の価値が説明される｡さ
らに分析方法としては､ ｢順序プロビットモデル(or-
dered probit model)｣が用いられる｡近年個票データ
の分析が進んだことにより､実証分析の方法もそれに
つれて発展し､このいわゆる質的反応モデルの方法も
近年急速に開発されている｡この最新の方法の適用例
として､ここでの分析は大変参考になり､後続の研究
者にとって有益な貢献となっている｡
特許の実証経済分析
分析結果としては､審査官引用が特許の質を示す変
数として十分な信頼がもてることを確認している｡特
許の価値についても､更新確率からのデータの作成に
基づくものであり､従来の集計されたデータを使用し
た場合とは比較にならない水準を示している｡
第4章｢特許ストック｣
この章では､特許データを用いて技術知識の質を考
慮した知識ストック(knowledge stock)の作成が試
みられる｡従来の実証研究では､研究開発費の積算に
よって知識ストックの定量的規模が測られてきた｡し
かし､研究開発費はイノベーションの投入費用を意味
するに過ぎず､そこには研究開発の失敗として､ ｢ド
ライ･ホール(dry holes)｣と呼ばれるバイアスが含
まれる｡そこで欧米の研究者はイノベーションの成果
指標として特許データに注目するようになった｡
まず第1節では､登録特許の積算によるパテントス
トック(patent stock)の作成手順を説明し､第2節
では､被引用回数で加重された登録特許の積算による
被引用ストック(citation stock)の作成手順を説明し
ている｡被引用ストックは､技術知識の質の違いを考
慮しているため､もっとも望ましい知識ストックの代
理変数であると考えられている｡ただし､登録特許数
や被引用回数には､ ｢切断バイアス(truncation bias)｣
と呼ばれるデータ欠損問題が常に付随するため､この
種のバイアスをいかに補正するかが特許ストック作成
のポイントとなることが指摘される｡
第3節では､日本の特許データを用いて､マクロベ
ースのパテントストックと被引用ストックを作成する｡
ただし､日本では米国に比べ出願から登録に至るまで
の期間が著しく長いだけでなく､特許制度の改定や運
用の変化が特許データに明確なイレギュラーをもたら
している｡そこで先行研究で提示された特許ストック
作成方法の日本への単純な適用ではなく､日本の実状
に適した特許ストックの作成がなされる｡その上で､
作成された特許ストックを用いて簡単なマクロ生産関
数を推計し､特許ストックの有用性が確認される｡
この章では､特許のデータとしてストックデータの
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作成を行い､それを用いてマクロの生産関数を推定し
ている｡特許のストックデータの作成は､多くの時間
と労力が必要な作業である｡著者はそれを1人で行い
データベースを作り上げた｡米国､欧州においても特
許のストックデータベースは作成されているが､それ
ほど多くはなく､著者が1人でデータベースを作り上
げたことは､非常に大きな貢献となっている｡特にス
トック化に当たっては､細かい部分が多く､著者はそ
れをきわめて厳密に行い､賞賛される作成態度である｡
著者は､このようにして作られたデータベースを用
いて､マクロの生産関数を推定している｡従来の分析
では特許のストックデータは作られていないため､こ
の点で著者の研究は大きな貢献になっている｡ただ過
去の知識ストックの分析との比較が十分にはなされて
いない｡この点での先行研究との比較が求められる｡
第5章｢特許価値と研究開発活動｣
この章では､特許データを用い､研究開発活動と企
業価値との関係の検証､技術知識の陳腐化率の推計や
特許価値の金銭的評価､研究開発生産性の決定要因に
関する考察､などが行われる｡
第1節では､特許ストック(パテントストック･被
引用ストック)を用いて企業価値を説明し､知識スト
ックの収益率を計測する｡米国の先行研究は､企業価
値を説明する知識ストックとして､被引用ストックの
有用性に期待したが､企業価値をもっともよく説明す
る知識ストックは伝統的なR&Dストックであった｡
これに対して､ 日本の特許データを用いた推計では､
被引用ストックがもっとも有用であることが示される｡
また､この節では､無効審判請求件数･異議申立件
数･情報提供件数など､第三者による当該特許に対す
る関心度を示す特許属性データを積算した知識ストッ
クとして､オブジェクションストック(objection
stock)を作成し､その有用性を検討する｡分析の結
果､企業価値に対する統計的安定性という点では被引
用ストックが､定量的インパクトという点ではオブジ
ェクションストックが重要であることが示される｡
第2節では､特許データを用いて技術知識の陳腐化
率を推計する｡多くの先進国では､特許登録更新制度
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が設けられており､登録更新には特許料(維持年金)
が課されるため､特許が法定満期日まで保有されるケ
ースはそれほど多くない｡米国の研究者は権利消滅日
とそれに基づく特許更新率(renewal rate)から､技
術知識の陳腐化率が計測できるのではないかと考え､
そのための推計モデルを考案した｡ただし､日本独特
の事情から､先行研究による推計法の単純な適用は困
難であるため､新たな陳腐化率推計モデルが工夫され
る｡推計の結果､技術知識の陳腐化率は技術分野によ
って大きく異なり､これまでアプリオリ一に仮定され
てきた陳腐化率は過小であることが明らかにされる｡
また､推計された技術知識の陳腐化率を用いて､特許
保護の価値を金銭評価し､その分布が観測される｡結
果は､特許保護の平均価値は驚くほど低く､その分布
は著しく歪んでおり､高い価値を生んでいる特許はご
く僅かであることが明らかにされる｡
第3節では､被引用情報を用いて研究開発生産性の
決定要因を考察する｡特許が受けた被引用回数の多寡
は､研究開発の成果指標として優れている｡そこで､
｢カウントデータモデル(count data model)｣を用い
て､被引用回数の多寡を､企業規模､スピルオーバー･
プール､研究プロジェクト数､市場競争度などで説明
した結果､ ①研究開発活動の外部効果や範囲の経済が
研究開発生産性を決定する要因として重要である､ ②
研究開発活動の外部効果は価値の高い技術知識の生産
により大きく影響している､ ③研究プロジェクトの多
角化を連動させながら研究開発費を増加させている企
業では､研究開発費弾力性が1を上回る｢規模の経済
(economies of scale)｣が生じる可能性がある､など
が明らかにされる｡
この章は､特許ストックデータを用いた企業の市場
価値に関する分析､陳腐化率を用いた特許価値に関す
る分析､研究開発生産性の計測から構成さている｡特
許ストックデータを用いた企業の市場価値に関する分
析は､日本においてはまだ行われていない領域であり､
この点で非常に大きな貢献となる｡また米国､欧州で
は先行研究があるため､比較も可能となる｡陳腐化率
を用いた特許価値に関する分析は､陳腐化率を計測し
て特許価値を求めるという分析であり､ここではオー
ダードプロビッド分析が駆使され､この点で先行研究
から区別された明確に独自性のある分析になっている｡
最後に研究開発生産性の計測は､特許の引用度数を研
究開発の生産性の代理変数とした上で､カウントデー
タ分析の方法によって推定をおこなうものである｡カ
ウントデータの分析は､分析例が少なく､これだけで
価値がある分析である｡また範囲の経済性や規模の経
済性を計測しており､先行研究に対して独自性のある
分析となっている｡
第6章｢特許制度の定量分析I ｣
この章では､主として排他的独占権を付与する特許
制度の経済的効果について考察している｡それに先立
ちまず第1節では､日本における特許制度の変遷を概
観し､特許制度改定の目的を整理しながら､その目的
が十分に達成されてきたかどうかを検討する｡ 1959年
に制定された現行特許法は､数多くの改定を経て現在
に至っているが､特に出願人や特許権者などの個別利
益と社会的利益の調和に配慮した制度改定の重要性を
指摘する｡
第2節では､特許取得によってイノベーションの価
値は何倍高められているのかを示す乗数を｢パテント
プレミアム(patent premium)｣とし､その計測を通
じて排他的独占権を付与する特許制度の経済的評価を
試みている｡現代の特許制度には企業の研究開発を促
進させるための産業政策としての役割が期待されてい
るが､排他的独占権の付与がどの程度イノベーション
の価値を高めているのかという定量的な大きさについ
て､これまで明確な答えを出した実証研究は皆無であ
った｡
そこで､ 13の技術分野についてパテントプレミアム
の条件付期待値を計測したところ､その数値は1.55-
1.79となり､特許取得によってイノベーションの価値
が55%～79%高まるという結果となった｡先に見た専
有可能性の調査によれば､特許取得により技術専有が
確保されるイノベーションの数はそれほど多くないの
に対して､ここでの結果は､特許を取得したイノベー
ションの価値は大きく高められていることを明らかに
特許の実証経済分析
する｡また､米国の先行研究や先に第5章で示した推
計でも特許保護の平均価値は驚くほど低いということ
から､特許制度は企業の研究開発活動を強く刺激する
ものではないと考えられてきた｡しかし､推計された
パテントプレミアムの高さは､こうした評価を覆す可
能性があることを示唆するものであり､特許制度の存
在意義を強く確認させる結果であることが示される｡
第3節では､特許制度の存在によって研究開発費が
何倍高められているかを示す乗数として｢R&Dプレ
ミアム(R&D premium)｣を定義し､これを推計する｡
推計の結果､ R&Dプレミアムは13の技術分野の平均
で1.29となり､特許制度の存在によって企業の研究開
発費が29%高められていることを明らかにする｡第5
章で示した特許保護の価値分布の推計では､高い価値
を生んでいる特許はごく僅であった｡しかし､こうし
たごく僅かな特許が高収益を生むため､研究開発活動
全体の収益率が高まり､この意味で特許制度は十分に
企業の研究開発活動を刺激していることが示される｡
この章ではパテントプレミアムの計測が目的になっ
ている｡パテントプレミアムは､イノベーションの価
値が特許の取得によってどのくらい高まったかを示す
指標として非常に重要である｡しかし米国での先行研
究はあるものの､日本において先行研究はなく､この
点で非常に独自性のある分析となっている｡また､パ
テントの出願数とパテントプレミアムとの間のシミュ
レーションが行われており､パテント出願の増加がパ
テントプレミアムの上昇をもたらすことから､パテン
ト出願が増加するような特許政策が望ましいという､
政策的な換言もおこなっている｡さらにこの事では､
パテントに関する制度的な点についても着目しており､
制度変更が特許に与えた影響に関して分析が加えられ
ている点でも､重要な制度的分析となっている｡
第7章｢特許制度の定量分析Ⅱ｣
この章では､いくつかの個別特許制度や特許政策に
焦点を当て､その経済的効果の定量的評価がおこなわ
れる｡第1節では､発明の公開を義務付ける出願公開
制度の経済的評価を行う｡出願公開制度により､特許
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出願された発明の内容は一定期間を過ぎた後に公開さ
れるので､重複技術開発が抑制され､技術知識の外部
効果が強まり､社会的な研究開発活動の効率が高まる
ことが期待される｡また､近年の理論的･実証的研究
の多くは､全要素生産性(Total Factor Productivity:
TFP)を規定する要因として技術知識のスピルオーバ
ー効果の重要性を指摘している｡技術知識のスピルオ
ーバー効果がTFPを説明する有力な変数であり､か
つ特許が技術知識の流布や伝播を促す主要経路である
なら､出願公開制度は研究開発活動の外部効果を強め､
全要素生産性の向上に貢献していることが考えられる｡
そこで､特許によって公開された技術知識と､そうで
ない技術知識をベースとして作成したスピルオーバ
ー･プールを用いてTFPを説明し､この結果､前者
の説明力が非常に高いことが明らかになる｡このよう
な結果は､出願公開制度がスピルオーバー効果を通し
てTFPの向上に貢献している可能性を示唆している｡
ただし､日本の場合､出願から登録に至るまでの期
間が著しく長いので､発明の内容は登録が確定しない
まま長期間公開され続けてしまう｡さらに､出願公開
から登録までの期間における補償金請求権制度による
特許権の保護は､登録後に比べてかなり保護の実効性
が低い｡したがって､出願公開制度は特許保護の期待
生涯価値を低め､特許出願や研究開発活動を抑制する
｢副作用｣を伴うことが考えられる｡このような｢副
作用｣を軽減するためにも､できるだけ早期に登録を
確定することが望ましいということができる｡
そこで､第2節では特許出願行動と審査期間の関係
を実証的に分析する｡また､｢サバイバル分析(survivor
analysis)｣を用いて､どのような属性を持つ特許の審
査期間が長期化する傾向にあるのかも分析する｡分析
の結果､特許価値を説明する有力な変数と考えうれる
被引用回数､クレーム数､オブジェクション数などが
多い特許ほど､審査期間は長期化する傾向にあり､価
値の高い特許ほど出願公開制度のデメリットを強く受
けている可能性が示唆される｡一方､審査期間を説明
変数に含む特許出願関数の推計からは､審査期間が短
くなるほど特許出願数が増加し､しかも価値の高い特
許出願ほど審査期間の長嶺により強く反応することが
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示される｡以上のことから､特許権の早期確定政策は､
出願公開制度のデメリットを緩和し､価値の高い特許
の出願数を増加させ､そのような発明の公開を促進さ
せるという緒論が導かれる｡
第3節では､審査請求制度の経済的有効性を考察す
る｡企業の発明の中には､時間が経過しなければ事業
的価値(特許化の価値)が判明しないものが相当数存
在する｡したがって､出願人に発明の事業的価値を判
別させるための時間的余裕を与える審査請求制度は､
特許審査に係るコストを節約させ､発明の不要な権利
化を減少させるというメリットを持っていると考えら
れる｡しかし他方では､審査請求可能期間が有限なた
め､事業的価値の有無が判明しないまま駆け込みで審
査請求がなされるという､締切効果(temination ef-
fect)が作用している可能性もある｡そのため､審査
請求に値しない特許出願であるにもかかわらず､審査
請求されてしまう｢過剰審査請求特許｣が存在し､審
査効率の低下をもたらしていることが考えられる｡そ
こでこの節では､ ｢トランザードモデル(trusord
model)｣を応用し､締切効果の検定や過剰審査請求
特許を計測できる推計モデルを考案し､ 7年間という
審査請求可能期間が適切な期間設定であったかどうか
を検討する｡
産業全体の推計としては､ ①審査請求期限までに事
業的価値の判明する発明は特許出願の62.4%にすぎな
い､ ②締切効果が確認された特許出願の19. 1%が事業
的価値の判明しないまま審査請求されている､ ③過剰
審査請求確率は11.5%と推計されたがそれは審査効率
を著しく低下させるほどの規模ではない､などが明ら
かとなった｡したがって､ 7年間という審査請求可能
期間の設定は妥当な選択ということができ､ 2002年に
おける審査請求可能期間の3年間への短縮は､締切効
果を強め､過剰審査請求確率を上昇させた可能性が否
定できないということが示唆される｡
この章の分析は､ TFPとパテントに関する分析と
特許申請のタイミングに関する分析からなっている｡
TFPとパテントに関する分析には多くの先行研究が
あるものの､パテントのスピルオーバー効果を考慮し
ている点に､この節の分析の独自性がある｡著者が開
発したスピルオーバーのデータが非常に精緻に作成さ
れていることの価値がこの節においても確認されたと
いうことができる｡次に特許申請のタイミングに関す
る分析については､サバイバル分析の手法が十分に活
用されている｡サバイバル分析の手法は経済学におい
て適用例があまりなく､この点で著者の分析は大きな
貢献をなすものとなっている｡さらに著者は､以上の
分析を通じて特許申請の期間に関する政策提言も行っ
ている｡この点においてもまた本書に分析は非常に価
値のあるものとなっている｡
評価
以上､各章ごとに内容を紹介するとともに､その評
価を述べてきた｡そこで個々の論点の繰り返しは避け､
本書の全体的な評価を示したい｡
1)イノベーションが社会的に重大な課題となってい
る現在､本研究は特許に関する本格的な実証経済
学的分析として非常に大きな価値を持つ｡とりわ
け本格的な研究書が日本ではまだないという状況
において､本研究はパイオニアとしての価値と同
時に､後続する研究者にとってデータの開発､実
証分析ツールの開発の面できわめて高い価値を持
つ｡
2)データの開発に関しては､公表された特許データ
から､パテントストックのデータベースの作成や､
スピルオーバーのデータベースの作成など､非常
に膨大な作業がなされている｡また後続する研究
者のために作成方法の一部が丁寧に示されている｡
このデータベースに関する研究だけでも独立した
価値が与えられる｡
3)分析手法に関しては､パネル分析､プロビットモ
デル､質的反応モデル､カウントデータ分析､サ
バイバル分析など､多岐にわたっている｡それら
は近年目覚しく発展してきた個票データ分析の適
応例というだけではなく､それぞれが特許という
統一的なテーマをめぐってなされることにより､
実証経済学の発展に大きく貢献するものとなって
いる｡
特許の実証経済分析
4)特許制度は国ごとに異なり､かつさまざまな規定
から成り立っている｡本研究は海外の研究の焼き
直しではなく､日本の制度的特徴を組み入れた上
での実証研究と､実証結果に基づく政策提言をお
こなうものであり､ ｢法と経済学｣の分野として
も､第一級の研究となっている｡
5)分析結果に関しては､本研究は､各章ごとに有益
かつ非常に独自性のある分析をおこなっている｡
すなわち､ 1)特許データの解説と各種の特許デ
ータベースの作成､ 2)特許の専有可能性と特許
生産関数の推計､ 3)日本固有の制度である｢審
査官引用｣情報の検証､ 4)特許ストックデータ
の作成と生産関数の推計､ 5)特許ストックデー
タを用いた企業価値の分析､ 6)パテントプレミ
アムとR&Dプレミアムの分析､ 7)特許制度と
全要素生産性との関連の分析､ 8)審査期間に関
する実証経済学的分析､等々である｡とりわけパ
テントプレミアムの計測は､特許制度の経済的意
義を明らかにする点で､非常に重要な貢献となっ
ている｡
6)以上の評価に対して､学術研究として､以下の改
善点を指摘したい｡
●　実証経済学の分野では､個々のテーマに関して
厳密な実証分析が要求されるため､それぞれの
分析結果をまとめる形で1冊の書籍にするとい
う場合が多い｡そのため全体としての統一性や､
章ごとの関連性が希薄になるということがある｡
本研究においてもその傾向は否めない｡この点
での改善があれば本研究はさらに優れたものに
なると思われる｡
●　本研究のテーマはそれぞれが非常に重要なもの
であるため､テーマの間のメリハリがあれば､
本件の主題が一層明確になると思われる｡
●　特許制度と全要素生産性(TFP)との関連は非
常に興味ある分析であるが､以下の疑問点も感
じられる｡ 1)その推計において､スピルオー
バープールを構成する特許の専有可能性は売上
高を含めて定義されているため､景気変動の影
響を受けることが考えられる｡またTFPも景
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気循環的に変動するため､スピルオーバープー
ルとTFPの間の正の相関は景気循環の結果で
ある可能性が排除できない｡ 2)スピルオーバ
ープールの有意な作用は､技術情報の流布･伝
播経路としての作用を示していると同時に､重
要な技術が特許化されるからという可能性も考
えられる｡ 3)すると､スピルオーバー効果に
基づくTFPの上昇という観点から､特許の専
有可能性を高めるべきとする政策提言も再考が
必要となるかもしれない｡ 4)以上の点は今後
の研究によってより詳細に検証されることを期
待したい｡
審査結果
本研究は､特許に関する詳細なデータを新たな計量
経済学の手法を用いて包括的に､かつ丁寧に分析した
労作であり､わが国の特許制度に関する第一級の研究
書であることを確信する｡よって審査員一同は､山田
節夫氏の学位請求論文に､博士(経済学)を授与する
に相応しいと判断することで意見が一致した｡
【付記】　2010年1月7日に口述審査をおこなった
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